
別紙３
保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和三十二年厚生省令第十五号）
【平成28年4月１日施行】

改 正 案 現 行

（一部負担金等の受領） （一部負担金等の受領）
第五条 （略） 第五条 （略）
２ 保険医療機関は、食事療養に関し、当 ２ 保険医療機関は、食事療養に関し、当
該療養に要する費用の範囲内において法 該療養に要する費用の範囲内において法
第八十五条第二項又は第百十条第三項の 第八十五条第二項又は第百十条第三項の
規定により算定した費用の額を超える金 規定により算定した費用の額を超える金
額の支払を、生活療養に関し、当該療養 額の支払を、生活療養に関し、当該療養
に要する費用の範囲内において法第八十 に要する費用の範囲内において法第八十
五条の二第二項又は第百十条第三項の規 五条の二第二項又は第百十条第三項の規
定により算定した費用の額を超える金額 定により算定した費用の額を超える金額
の支払を、法第六十三条第二項第三号に の支払を、法第六十三条第二項第三号に
規定する評価療養（以下「評価療養」と 規定する評価療養（以下「評価療養」と
いう。）、同項第四号に規定する患者申 いう。）又は同項第四号に規定する選定
出療養（以下「患者申出療養」という。） 療養（以下「選定療養」という。）に関
又は同項第五号に規定する選定療養（以 し、当該療養に要する費用の範囲内にお
下「選定療養」という。）に関し、当該 いて法第八十六条第二項又は第百十条第
療養に要する費用の範囲内において法第 三項の規定により算定した費用の額を超
八十六条第二項又は第百十条第三項の規 える金額の支払を受けることができる。
定により算定した費用の額を超える金額
の支払を受けることができる。

３ 保険医療機関のうち医療法（昭和二十 （新設）
三年法律第二百五号）第四条第一項に規
定する地域医療支援病院（同法第七条第



二項第五号に規定する一般病床（児童福
祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）
第六条の二の二第三項に規定する指定発
達支援医療機関及び同法第四十二条第二
号に規定する医療型障害児入所施設に係
るものを除く。）の数が五百以上である
ものに限る。）及び医療法第四条の二第
一項に規定する特定機能病院であるもの
は、法第七十条第三項に規定する保険医
療機関相互間の機能の分担及び業務の連
携のための措置として、次に掲げる措置
を講ずるものとする。
一 患者の病状その他の患者の事情に応
じた適切な他の保険医療機関を当該患
者に紹介すること。

二 選定療養（厚生労働大臣の定めるも
のに限る。）に関し、当該療養に要す
る費用の範囲内において厚生労働大臣
の定める金額以上の金額の支払を受け
ること。（厚生労働大臣の定める場合
を除く。）

（領収証等の交付） （領収証等の交付）
第五条の二 （略） 第五条の二 （略）
２・３ （略） ２・３ （略）

第五条の二の二 前条第二項に規定する厚 （新設）
生労働大臣の定める保険医療機関は、公
費負担医療（厚生労働大臣の定めるもの
に限る。）を担当した場合（第五条第一



項の規定により患者から費用の支払を受
ける場合を除く。）において、患者から
求めがあったときは、正当な理由がない
限り、当該公費負担医療に関する費用の
請求に係る計算の基礎となった項目ごと
に記載した明細書を交付しなければなら
ない。

２ 前項に規定する明細書の交付は、無償
で行わなければならない。

（保険外併用療養費に係る療養の基準等） （保険外併用療養費に係る療養の基準等）
第五条の四 保険医療機関は、評価療養、 第五条の四 保険医療機関は、評価療養又
患者申出療養又は選定療養に関して第五 は選定療養に関して第五条第二項の規定
条第二項又は第三項第二号の規定による による支払を受けようとする場合におい
支払を受けようとする場合において、当 て、当該療養を行うに当たり、その種類
該療養を行うに当たり、その種類及び内 及び内容に応じて厚生労働大臣の定める
容に応じて厚生労働大臣の定める基準に 基準に従わなければならないほか、あら
従わなければならないほか、あらかじめ、 かじめ、患者に対しその内容及び費用に
患者に対しその内容及び費用に関して説 関して説明を行い、その同意を得なけれ
明を行い、その同意を得なければならな ばならない。
い。

２ （略） ２ （略）

（処方せんの交付） （処方せんの交付）
第二十三条 保険医は、処方せんを交付す 第二十三条 保険医は、処方せんを交付す
る場合には、様式第二号又はこれに準ず る場合には、様式第二号又はこれに準ず
る様式の処方せんに必要な事項を記載し る様式の処方せんに必要な事項を記載し
なければならない。 なければならない。

２ （略） ２ （略）



※ 様式第２号を別添のとおり改正。



氏　名

都道府県番号
点数表
番号

医療機関
コード

変更不可

備考

２．この用紙は、日本工業規格 Ａ 列５番を標準とすること。

３．療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和51年厚生省令第36号）第１条の公費負担医療については、「保険医療機関」

  とあるのは「公費負担医療の担当医療機関」と、「保険医氏名」とあるのは「公費負担医療の担当医氏名」と読み替えるものとすること。

保 険 者 番 号

被保険者証・被保険
者手帳の記号・番号

公費負担者番号

　　　公費負担医療の
　　　受 給 者 番 号

調剤済年月日

　　　　　　　・

　個々の処方薬について、後発医薬品（ジェネリック医薬品）への変更に差し支えがあると判断した場合に
は、「変更不可」欄に「レ」又は「×」を記載し、「保険医署名」欄に署名又は記名・押印すること。

平成　　年　　月　　日

保険薬局が調剤時に残薬を確認した場合の対応（特に指示がある場合は「レ」又は「×」を記載すること。）
□保険医療機関へ疑義照会した上で調剤         　□保険医療機関へ情報提供
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保険医療機関の
所在地及び名称

１．「処方」欄には、薬名、分量、用法及び用量を記載すること。

平成　年　月　日

公費負担医療
の受給者番号

特に記載のある場合
を除き、交付の日を含
めて４日以内に保険薬
局に提出すること。

電 話 番 号
男・女
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　平成　　 年 　　月 　　日

処　　　方　　　せ　　　ん

（この処方せんは、どの保険薬局でも有効です。）
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場合は、署名又は記名・押印すること。 
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印 

印 


